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（総　　　　　　則）

第１条　 令和６年度松江市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条　 業務の予定量は、次のとおりとする。

（収益的収入及び支出）

第３条　 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

処 理 場 改 良 事 業

管 渠 新 増 設 事 業

処 理 場 新 増 設 事 業

管 渠 改 良 事 業

137,725

19,396,465

53,141

72,525

主 要 な 建 設 改 良 事 業

イ

ハ

ニ ポ ン プ 場 改 良 事 業

ホ

千円

439,791

千円

182,274

7,857,940

4,018,117

277,655

千円

千円

千円

千円

千円

1,009,961

555,130

千円

7,124,354

支　　　　　　　　　　　　出

千円

3,839,823

第１款

営 業 費 用

第３項

第１項

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

予 備 費

第２項 千円

千円

556,848

11,000

千円

千円

流 域 下 水 道 改 良 事 業

収　　　　　　　　　　　　入

総 務 改 良 事 業

第１款 千円

第１項

7,692,202

へ

令和６年度松江市下水道事業会計予算

人

ｍ3

ｍ3

ト

水 洗 化 人 口

ロ

2,097

 （４）

 （１）

 （２）

 （３）

年 間 有 収 水 量

一 日 平 均 有 収 水 量

下 水 道 事 業 費 用

下 水 道 事 業 収 益

営 業 収 益

第２項
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（資本的収入及び支出）

第４条　 

補填するものとする。）。

（継続費）

第５条　 継続費の総額及び年割額は、次のとおりと定める。

（債務負担行為）

第６条　 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本

4,120,542

建 設 改 良 費

企 業 債 償 還 金

第４項

上下水道施設設備台帳システム運用事業

千円

千円

的支出額に対し不足する額２，４９２，９１８千円は、過年度分損益勘定留保資金

第１項

下 水 道 事 業 資 本 的 収 入

３３９，４９９千円、当年度分損益勘定留保資金１，７６４，５２９千円、当年度分消費税

52,181千円

1,959,400

449,147国 県 補 助 金

及び地方消費税資本的収支調整額１０６，０１８千円、減債積立金２８２，８７２千円で

6,616,526

企 業 債

第３項

第１款

予 備 費

受益者負担金及び分担金 641

1,616,785

千円

収　　　　　　　　　　　　入

4,123,608

第２項

限 度 額

第３項

他 会 計 補 助 金

事 項

千円

千円

期 間

令和7年度
から

令和12年度

下 水 道 事 業 資 本 的 支 出

令和6年度 58,500千円

令和7年度 58,500千円

1,100 千円

第５項 97,635工 事 負 担 金

2,494,884

支　　　　　　　　　　　　出

第２項

第１款

第１項

千円

千円

千円

千円

令和7年度
から

令和11年度

款 項 事業名 総額 年度 年割額

１ 下水道事業
　 資本的支出

１ 建設改良費
平原ニュータウン団地
公設浄化槽整備事業

117,000千円

13,200千円

上下水道管路マッピングシステムデータ更新業務
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（企　業　債）

第７条　 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

下水道事業（建設改良分）

下水道事業（特別措置分）

資本費平準化

（一時借入金）

第８条　 一時借入金の限度額は、３，５００，０００千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第９条　 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定め

る。

営業費用と営業外費用の相互間

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第１０条　 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流

千円

（他会計からの補助金）

第１１条　 一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、３，３９３，８１５千円である。

（棚卸資産購入限度額）

第１２条 　棚卸資産の購入限度額は、３０，０００千円と定める。

令和６年２月２０日提出

松江市長

用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経な

ければならない。

 （１）

千円128,800

100,000

千円1,730,600

限 度 額

上 定　昭 仁

職員給与費 290,408

普通貸借
又は

証券発行
千円

 （１）

政府資金についてはその
融資条件により、銀行その
他の場合には、その債権
者と協定する融資条件に
よる。ただし、財政の都合
により据置期間及び償還
期限を短縮し、もしくは繰
上償還又は低利債に借換
えすることができる。

年 3.5％以内(た
だし、利率見直
し方式で借り入
れる資金につい
て、利率の見直
しを行った後に
おいては、当該
見直し後の利率
とする。)

起 債 の 目 的 利 率 償 還 の 方 法
起 債 の
方 法
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１　資産の評価基準及び評価方法

(１)棚卸資産の評価基準及び評価方法

・貯蔵品　移動平均法による原価法

２　固定資産の減価償却の方法

(１)有形固定資産　定額法

・主な耐用年数

　建物 7～50年

　構築物 28～50年

　機械及び装置 8～20年

(２)無形固定資産　定額法

３　引当金の計上方法

(１)退職給付引当金

 に相当する金額を計上している。

(２)賞与引当金

いる。

(３)貸倒引当金

 している。

(１)消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

(２)リース取引の処理方法

 に準じた会計処理によっている。

重要な会計方針に係る事項に関する注記

職員の退職手当の支給に備えるため、当事業年度末における退職手当の要支給額

職員の期末手当・勤勉手当の支給に備えるため、当事業年度末における支給見

込額に基づき、翌年度の支給見込額のうち当事業年度の負担に属する額を計上して

債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を計上

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法

４　その他会計に関する書類のための基本となる重要な事項
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令和6年度末の未経過リース料相当額は、下記のとおり。

・所有権移転外ファイナンス・リース取引

千円

千円

千円

・オペレーティング・リース取引（中途解約可能なものを除く。）

千円

千円

千円

(３)予定貸借対照表に注記する企業債の償還に係る他会計負担見込額の算定方法

令和6年度基準に基づき、今後も負担があるものとして金額を算定する。

１ 年 内 0

１ 年 超 0

0

１ 年 超 0

計 0

令和6年度に企業債の償還に対して他会計が負担を予定している項目について、

計 0

１ 年 内
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（単位：千円、消費税及び地方消費税込）

１ うち消費税及び地方消費税

１ うち消費税及び地方消費税

１

２

３

２

１

２

３

４

５

（単位：千円、消費税及び地方消費税込）

１ うち消費税及び地方消費税

１ うち消費税及び地方消費税

１

２

３

４

５

６

７

８

２ うち消費税及び地方消費税

１

２

３

３ うち消費税及び地方消費税

１

1,00011,000

11,000

減 価 償 却 費 4,151,099

業 務 費 248,737

管 渠 費 275,259

ポ ン プ 場 費 270,810

処 理 場 費 633,791

流 域 下 水 道 費 1,266,509

営 業 外 雑 収 益

備　　　　　　　考

238,928

237,852

7,692,202

76

令和６年度松江市下水道事業会計予算実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収 入

款 項 目 予定額 備　　　　　　　考

345,601

7,857,940 345,601

営 業 収 益 4,018,117

下 水 道 事 業
収 益

下 水 道 事 業
費 用

216,157

営 業 外 収 益 3,839,823

8,018

支 出

他 会 計 負 担 金

そ の 他 の 営 業 収 益 354

7,500

1,560,873

33,120

営 業 費 用 7,124,354

引 当 金 戻 入 益

長 期 前 受 金 戻 入

国 庫 補 助 金

他 会 計 補 助 金

2,230,312

下 水 道 使 用 料 3,801,606

款 項 目 予定額

総 係 費 174,939

資 産 減 耗 費 103,210

消 費 税 及 び 地 方 消 費 税 7,168

556,848

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

548,804

予 備 費

雑 支 出

予 備 費

営 業 外 費 用

876
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（単位：千円、消費税及び地方消費税込）

１

１

１

２

１

２

３

１

４

１

５

１

（単位：千円、消費税及び地方消費税込）

１ うち消費税及び地方消費税

１ うち消費税及び地方消費税

１

２

２

１

３ うち消費税及び地方消費税

１

100

収 入

他 会 計 補 助 金

1,959,400

備　　　　　　　考

2,494,884 221,017

641

受 益 者 負 担 金
及 び 分 担 金

641

企 業 債

4,120,542

4,120,542

6,616,526

1,082,486

予定額

221,117

国 庫 補 助 金

工 事 負 担 金

目

1,616,785

97,635

447,491

449,147

97,635

1,616,785

1,656

備　　　　　　　考

予 備 費 1,100

1,100

1,959,400

資 本 的 収 入 及 び 支 出

支 出

改 良 費

款

下 水 道 事 業
資 本 的 収 入

下 水 道 事 業
資 本 的 支 出

予 備 費

工 事 負 担 金

項 目

企 業 債

他 会 計 補 助 金

県 補 助 金

企 業 債 償 還 金

新 増 設 費

企 業 債 償 還 金

建 設 改 良 費

受 益 者 負 担 金
及 び 分 担 金

1,412,398

4,123,608

款 項

国 県 補 助 金

予定額
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１ 業務活動によるキャッシュ・フロー

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

（令和6年4月1日から令和7年3月31日まで）

608

資金期首残高 700,308

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 1,710,944

無形固定資産の取得による支出 △ 416,211

国庫補助金等による収入 547,423

一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 16,495

利息の支払額 △ 548,804

業務活動によるキャッシュ・フロー 2,001,835

資金期末残高 430,347

一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 1,600,290

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 560,852

資金増加額（又は減少額） △ 269,961

貸倒引当金の増減額(△は減少) 878

賞与引当金の増減額(△は減少)

有形固定資産の取得による支出 △ 1,858,651

固定資産除却損 98,051

未払金の増減額(△は減少) △ 89,732

小計 2,550,639

未収金の増減額(△は増加) 975

令和６年度松江市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 1,959,400

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 4,120,542

（単位：千円、消費税及び地方消費税抜）

当年度純利益 59,720

減価償却費 4,151,099

退職給付引当金の増減額(△は減少) 10,548

長期前受金戻入額 △ 2,230,312

支払利息 548,804
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１ 総　括

※(　)は短時間勤務職員数で外数

ア.会計年度任用職員以外の職員

※(　)は再任用短時間勤務職員数で外数

比　　較 0
(0)

0 △ 137 21,913 21,776

38,139 43,308
23

前 年 度 0
(8)

0 115,602 71,583

本 年 度 0
(8)

0 115,465 93,496 208,961

654

給与費明細書

区　　　　　　分

職 員 数 給 与 費
法定福利費

引当金
繰入額

合 計
特別職 一般職 報酬 給 料 手 当 計

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

20,725 43,155
0

187,185 37,485 22,583 247,253
23

290,408

時間外勤務手当 地域手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

手当の内訳

区 分
扶養手当 管理職手当 通勤手当 住居手当

本 年 度 3,426 599 1,489 1,380 17,578 250

前 年 度 4,146 599 1,615 1,320 16,569 543

△ 293

区 分
単身赴任手当 児童手当 期末手当 勤勉手当 特殊勤務手当 退職手当

（千円） （千円）

比 較 △ 720 0 △ 126 60 1,009

20,748

前 年 度 480 2,360 25,411 18,503 37 0

（千円） （千円） （千円） （千円）

本 年 度 0 2,000 25,267 20,722 37

20,748

区　　　　　　分

職 員 数 給 与 費
法定福利費

引当金
繰入額

合 計
特別職 一般職 報酬

比 較 △ 480 △ 360 △ 144 2,219 0

給 料 手 当 計

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本 年 度 0
(2)

0 103,610 88,869 192,479

比　　較 0
(0)

0 △ 702

35,449 41,825 269,753
23

前 年 度 0
(2)

0 104,312 68,946

19,923 19,221 36 20,027 39,284
0

173,258 35,413 21,798 230,469
23

時間外勤務手当 地域手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

手当の内訳

区 分
扶養手当 管理職手当 通勤手当 住居手当

本 年 度 3,426 599 1,309 1,380 17,578 250

前 年 度 4,146 599 1,331 1,320 16,569 543

△ 293

区 分
単身赴任手当 児童手当 期末手当 勤勉手当 特殊勤務手当 退職手当

（千円） （千円）

比 較 △ 720 0 △ 22 60 1,009

20,748

前 年 度 480 2,360 23,058 18,503 37 0

（千円） （千円） （千円） （千円）

本 年 度 0 2,000 22,846 18,696 37

20,748比 較 △ 480 △ 360 △ 212 193 0
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イ.会計年度任用職員

※(　)は短時間勤務職員数で外数

２ 給料及び手当の増減額の明細

※会計年度任用職員を含む  ※備考欄の(　)は短時間勤務職員数で外数

３ 給料及び手当の状況

（１） 職員１人当たり給与

（円）

令和 ６ 年 １ 月 １ 日 現在 （円）

（歳）

（円）

令和 ５ 年 １ 月 １ 日 現在 （円）

（歳）

※会計年度任用職員を除く

（２） 初任給

※会計年度任用職員を除く

手 当 計

（人） （千円） （千円） （千円） （千円）

区　　　　　　分

職 員 数 給 与 費
法定福利費

引当金
繰入額

合 計
一般職 報酬 給 料

（千円） （千円） （千円）

本 年 度
(6)

0 11,855 4,627 16,482 2,690 1,483 20,655
0

前 年 度
(6)

0 11,290 2,637 13,927 2,072 16,784
0

785

比　　較
(0)

0 565 1,990 2,555 618
0

手当の内訳

区 分
通勤手当 時間外勤務手当 児童手当 期末手当 勤勉手当 特殊勤務手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

698 3,871

0
前 年 度 284 0 0 2,353 0 0
本 年 度 180 0 0 2,421 2,026

給 料 △ 137 給与改定に伴う増減分 913 給料改定率 　　1.10％

0

区 分 増減額（千円） 増　減　事　由　別　内　訳　（千円） 説 明 備 考

比 較 △ 104 0 0 68 2,026

その他の増減分 △ 1,453
職員構成の変動（採
用・退職・会計間の異
動）等による減

職員の異動状況
　本年度　　 　　　　23(8)人
　前年度　　　　 　　23(8)人
　増減　 　　     　     0(0)人

昇給に伴う増加分 403
昇給率　　　　 　0.66％
該当職員数　　　 14人

その他の増減分 19,224
職員構成の変動（採
用・退職・会計間の異
動）等による増

手 当 21,913 制度改正に伴う増減分 2,689
給与改定による
期末勤勉手当支給月
数増

会計年度任用職員以外
　　　　　　　　　　      　 610千円
会計年度任用職員　2,079千円

平 均 年 齢 48.10

平均給料月額 362,404

平均給与月額 434,147

区 分 企 業 職

平均給料月額 358,478

平均給与月額 426,984

高 校 卒 166,600 166,600

大 学 卒 196,200 196,200

平 均 年 齢 49.05

区 分 企 業 職 （円）
一般会計の制度

行 政 職 （円）
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（３） 級別職員数

（ ） （ ） （ ） （ ）

2 1

（ 1 ） （ ） （ 2 ） （ ）

（ 1 ） （ ） （ ） （ ）

2 2

（ ） （ ） （ ） （ ）

8 9

（ ） （ ） （ ） （ ）

10 10

（ ） （ ） （ ） （ ）

1 1

（ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ）

※(　)は再任用短時間勤務職員数で外数　※会計年度任用職員を除く

（級別の基準となる職務）

（４） 昇給

（Ａ） （人）

（Ｂ） （人）

１号給 （人）

２号給 （人）

３号給 （人）

４号給 （人）

６号給 （人）

８号給 （人）

（Ｂ） ／ （Ａ） （％）

（Ａ） （人）

（Ｂ） （人）

１号給 （人）

２号給 （人）

３号給 （人）

４号給 （人）

６号給 （人）

８号給 （人）

（Ｂ） ／ （Ａ） （％）

※会計年度任用職員を除く

級

本年度 前年度

企 業 職 企 業 職

職員数（人） 構成比（％） 職員数（人） 構成比（％）

１級
8.7 4.3

２級
50.0 100.0

0.0 0.0

３級
50.0

8.7 8.7

４級
34.8 39.2

７級
0.0 0.0

８級
0.0 0.0

５級
43.5 43.5

６級
4.3 4.3

計
2 100.0 2 100.0

23 100.0 23 100.0

次　長 部　長

区 分 企 業 職

職 員 数 23

６級 ７級 ８級

企業職
主　事
技　師

主任主事
主任技師

副主任 主　任
課長補佐
主　　　幹

課　長

区 分 １級 ２級 ３級 ４級 ５級

本

年

度

昇 給 に 係 る 職 員 数 15

号　給　数　別　内　訳

0

0

0

15

0

0

前

年

度

昇 給 に 係 る 職 員 数 16

号　給　数　別　内　訳

0

0

比 率 65.2

職 員 数 23

0

0

比 率 69.6

0

16
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（５） 特殊勤務手当

※会計年度任用職員を除く

（６） 期末手当・勤勉手当

ア.会計年度任用職員以外の職員(期末手当・勤勉手当）

※(　)は再任用職員の標準的な支給率

イ.会計年度任用職員(期末手当・勤勉手当）

（７） 定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

（８） その他の手当

※扶養手当・住居手当は会計年度任用職員には支給しない

区 分 企　　業　　職

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 （％） 0.00

支 給 対 象 職 員 の 比 率
（％） 0.00

（令和6年1月1日現在）

支給対象職員１人当たり平均支給月額 （円） 0

特 殊 勤 務 手 当 の 名 称
使用料等徴収手当、滞納処分従
事手当、地下業務手当

区 分
支給期別支給率 支給率計 職制上の段階、職務の

備 考
６月（月分） １２月（月分） （月分） 級等による加算措置

本年度
(1.175) (1.175) (2.350)

制 度 あ り
2.250 2.250 4.500

前年度
(1.150) (1.150) (2.300)

制 度 あ り

備 考
６月（月分） １２月（月分） （月分） 級等による加算措置

2.200 2.200 4.400

一般会計の制度
(1.175) (1.175) (2.350)

制 度 あ り
2.250 2.250 4.500

一般会計の制度 1.7125 1.7125 3.425 制 度 な し

区 分
支給期別支給率 支給率計 職制上の段階、職務の

区 分
20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最高限度

前年度 1.250 1.250 2.500 制 度 な し

備 考
（月分） （月分） （月分） （月分）

その他の加算措置等

本年度 1.7125 1.7125 3.425 制 度 な し

定年前早期退職

特 例 措 置

（２％～２０％加算）

一般会計の制度
（支給率等）

24.586875 33.27075 47.709 47.709

定年前早期退職

支給率等 24.586875 33.27075 47.709 47.709

扶 養 手 当 同 じ

住 居 手 当 同 じ

通 勤 手 当 同 じ

特 例 措 置

（２％～２０％加算）

区 分 一般会計の制度との異同 差　　　異　　　の　　　内　　　容
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（単位：千円、消費税及び地方消費税込）

期 間 金 額 期 間 金 額
下 水 道
使 用 料

企 業 債
国 庫
補 助 金

受 益 者
負 担 金

及 び
分 担 金

損 益 勘
定 留 保
資 金 等

松江市 水洗
便所改 造資
金 融 資 あ っ
せ ん 要 綱 に
基づき融資し
た 貸 付 金 に
対 す る 損 失
補償

貸 付 金 の 最
終償還 期限
到来後 金融
機 関 が 弁 済
をうけていな
い 元 利 金 合
計額及 び遅
延 損 害 金 に
相 当 す る 金
額

平成17年度
から

令和5年度
1,138

令和6年度
から

限度額
に同じ

限度額
に同じ

- - - -

松江市 集落
排水事 業水
洗便所 改造
資 金 融 資
あ っ せ ん 要
綱 に 基 づ き
融 資 し た 貸
付 金 に 対 す
る損失補償

貸 付 金 の 最
終償還 期限
到来後 金融
機 関 が 弁 済
をうけていな
い 元 利 金 合
計額及 び遅
延 損 害 金 に
相 当 す る 金
額

- -
令和6年度

から
限度額
に同じ

限度額
に同じ

- - - -

松江市 公設
浄化槽 事業
水洗便 所改
造資金 融資
あ っ せ ん 要
綱 に 基 づ き
融 資 し た 貸
付 金 に 対 す
る損失補償

貸 付 金 の 最
終償還 期限
到来後 金融
機 関 が 弁 済
をうけていな
い 元 利 金 合
計額及 び遅
延 損 害 金 に
相 当 す る 金
額

- -
令和6年度

から
限度額
に同じ

限度額
に同じ

- - - -

公共下 水道
中 継 ポ ン プ
場改築工事
（令和5年度
設定分）

440,000 - -
令和6年度

から
令和7年度

440,000 - 220,000 220,000 - -

上下水 道統
一管路マッピ
ングシステム
運用事業
（令和5年度
設定分）

8,000 - -
令和6年度

から
令和11年度

7,416 7,416 - - - -

左 の 財 源 内 訳

債務負担行為に関する調書

事 項 限 度 額

令 和 5 年 度 末 ま で の
支払義務発生(見込)額

令 和 6 年 度 以 降 の
支払義務発生予定額
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（令和7年3月31日） （単位：千円、消費税及び地方消費税抜）

資　産　の　部

１ 固　定　資　産
  (１)

  (２)

２ 流　動　資　産
  (１)
  (２)

  (３)

負　債　の　部

３ 固　定　負　債
  (１)

  (２)

４ 流　動　負　債
  (１)

  (２)
  (３)

５ 繰　延　収　益

令和６年度松江市下水道事業予定貸借対照表

減 価 償 却 累 計 額 △ 47,329,429 96,991,567
有 形 固 定 資 産 144,320,996

有 形 固 定 資 産 合 計 96,991,567

102,004,537固 定 資 産 合 計

現 金 預 金 430,347

無 形 固 定 資 産 5,012,970
無 形 固 定 資 産 合 計 5,012,970

未 収 金 696,035
677,447

   イ
建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

28,362,225

前 払 金

企 業 債 合 計 28,362,225

企 業 債

△ 18,588

流 動 資 産 合 計

貸 倒 引 当 金

1,147,412
資 産 合 計 103,151,949

39,618

建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

3,842,047

企 業 債 合 計 3,842,047
未 払 金 591,324

   イ 賞 与 引 当 金

長 期 前 受 金
△ 25,526,288収 益 化 累 計 額

流 動 負 債 合 計 4,448,770

82,973,861

繰 延 収 益 合 計
負 債 合 計

   イ 退 職 給 付 引 当 金 149,853
引 当 金

引 当 金 合 計 149,853
28,512,078固 定 負 債 合 計

企 業 債

   イ

15,399
15,399引 当 金 合 計

引 当 金

57,447,573
90,408,421
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資　本　の　部

６ 資　　本　　金
７ 剰　　余　　金
  (１)

  (２)

   ロ 受益者負担金及び分担金 4,235
1,078,196

資 本 剰 余 金 合 計

342,592

資 本 合 計
2,574,163

利 益 剰 余 金 合 計

○引当金の取崩し
退職給付引当金20,748千円、貸倒引当金973千円を取崩し、それぞれ同額を（款)下水道事業収益

(項)営業外収益(目)引当金戻入益に計上する。
賞与引当金14,791千円を取崩し、うち損益勘定支弁職員に係る11,399千円を(款)下水道事業収益(項)

営業外収益(目)引当金戻入益に計上する。

剰 余 金 合 計

○企業債の償還に係る他会計の負担

貸借対照表に計上されている企業債（1年内に償還予定のものも含む）のうち、他会計が負担すると見
込まれる額は22,492,830千円である。

342,592

12,743,528
負 債 資 本 合 計 103,151,949

10,169,365

資 本 剰 余 金
   イ 受 贈 財 産 評 価 額

ハ 負 担 金 1,149,140
2,231,571

利 益 剰 余 金
   イ 当年度未処分利益剰余金
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１
(１) 3,442,843              
(２) 184,728                 
(３) 286                       3,627,857              

２
(１) 197,626                 
(２) 221,104                 
(３) 555,663                 
(４) 1,130,670              
(５) 216,666                 
(６) 112,472                 
(７) 4,122,939              
(８) 37,703                  6,594,843              

2,966,986

３
(１) 3,000                    
(２) 1,632,917              
(３) 12,760                  
(４) 2,207,580              
(５) 6,022                    3,862,279              

４
(１) 595,074                 
(２) 7,347                    602,421                 3,259,858

292,872

５
(１) 10,000                  10,000                  △ 10,000

282,872

362,154
236,968
881,994

営 業 収 益
下 水 道 使 用 料
他 会 計 負 担 金

令和５年度松江市下水道事業予定損益計算書
(令和5年4月1日から令和6年3月31日まで)

（単位：千円、消費税及び地方消費税抜）

そ の 他 の 営 業 収 益

営 業 費 用
管 渠 費
ポ ン プ 場 費
処 理 場 費
流 域 下 水 道 費
業 務 費
総 係 費
減 価 償 却 費
資 産 減 耗 費
営 業 損 失

営 業 外 収 益
国 庫 補 助 金

引 当 金 戻 入 益
長 期 前 受 金 戻 入

他 会 計 補 助 金

営 業 外 雑 収 益

営 業 外 費 用
支 払 利 息 及 び 企 業債 取扱 諸費
雑 支 出
経 常 利 益

○その他未処分利益剰余金変動額236,968千円は、資本的収入額が資本的支出額に不足する額の
補填に減債積立金を使用する際に発生するものである。

○資産減耗費37,703千円の内訳は、固定資産除却費37,203千円、施設撤去費500千円である。

予 備 費
予 備 費
当 年 度 純 利 益

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金
その他未処分利益剰余金変動額
当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金
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（令和6年3月31日） （単位：千円、消費税及び地方消費税抜）

資　産　の　部

１ 固　定　資　産
  (１)

  (２)

２ 流　動　資　産
  (１)
  (２)

  (３)

負　債　の　部

３ 固　定　負　債
  (１)

  (２)

４ 流　動　負　債
  (１)

  (２)
  (３)

５ 繰　延　収　益

679,300

4,847,115

有 形 固 定 資 産 合 計

142,727,690

令和５年度松江市下水道事業予定貸借対照表

103,978,825

4,847,115
無 形 固 定 資 産 合 計

99,131,710
無 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額 △ 43,595,980 99,131,710
有 形 固 定 資 産

105,398,051

固 定 資 産 合 計

未 収 金 697,010

1,419,226流 動 資 産 合 計

現 金 預 金 700,308

貸 倒 引 当 金
39,618前 払 金

△ 17,710

引 当 金
   イ 退 職 給 付 引 当 金 139,305

引 当 金 合 計

企 業 債 合 計 4,120,542

固 定 負 債 合 計
139,305

資 産 合 計

企 業 債
建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計

30,244,872   イ

30,244,872

30,384,177

企 業 債

   イ
建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

4,120,542

   イ
引 当 金
未 払 金

賞 与 引 当 金 14,791

681,056

引 当 金 合 計 14,791
流 動 負 債 合 計 4,816,389

繰 延 収 益 合 計 57,513,838
負 債 合 計 92,714,404

長 期 前 受 金 80,954,829
収 益 化 累 計 額 △ 23,440,991
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資　本　の　部

６ 資　　本　　金
７ 剰　　余　　金
  (１)

  (２)

9,570,243

資 本 剰 余 金
   イ 受 贈 財 産 評 価 額 1,078,196
   ロ 受益者負担金及び分担金 4,235

ハ 負 担 金 1,148,979
2,231,410資 本 剰 余 金 合 計

   イ 当年度未処分利益剰余金 881,994
利 益 剰 余 金

剰 余 金 合 計 3,113,404
利 益 剰 余 金 合 計 881,994

貸倒引当金987千円を取崩し、同額を（款)下水道事業収益(項)営業外収益(目)引当金戻入益に計上
する。

賞与引当金14,507千円を取崩し、うち損益勘定支弁職員に係る10,989千円を(款)下水道事業収益(項)
営業外収益(目)引当金戻入益に計上する。

○企業債の償還に係る他会計の負担

貸借対照表に計上されている企業債（1年内に償還予定のものも含む）のうち、他会計が負担すると見
込まれる額は24,012,137千円である。

○引当金の取崩し

12,683,647
負 債 資 本 合 計 105,398,051
資 本 合 計
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１　報告セグメントの概要

各報告セグメントの事業の内容は以下のとおりである。

公共下水道事業のうち雨水処理に関するもの

２　報告セグメントごとの資産等

令和6年度（令和6年4月1日から令和7年3月31日まで）

（単位：千円）

セグメント資産

事業の内容

雨水処理事業

公共下水道事業のうち汚水処理に関するもの、特定環
境保全公共下水道事業、農業集落排水処理施設事
業、漁業集落排水処理施設事業、地域し尿処理施設
事業、小規模集合排水処理施設事業、特定地域生活
排水処理施設事業、個別排水処理施設事業、受贈排
水処理施設事業

経常損益

営業損益

営業費用

59,720△ 7,479

営業収益

6,610,493

7,251,42795,900,522

3,672,516

103,151,949

6,886,502

セグメント情報に関する注記

松江市下水道事業会計は、下水の排除又は処理を行っており、その下水道の区分は
汚水処理と雨水処理に分けられる。汚水処理は私費及び公費、雨水処理は全額公費で
負担することが前提となり、経費の負担区分が異なるため、「汚水処理事業」と「雨水処理
事業」の２つを報告セグメントとしている。

事業区分

雨水処理事業

汚水処理事業

合　計汚水処理事業

△ 3,213,986

67,199

276,009

3,456,359 216,157

△ 3,154,134 △ 59,852

その他の項目

セグメント負債 84,495,570 5,912,851 90,408,421

　減価償却費 3,928,366 222,733 4,151,099

　有形固定資産及び
1,738,248 540,009 2,278,257

　無形固定資産の増加額
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（単位：千円、消費税及び地方消費税込）

　　

（単位：千円、消費税及び地方消費税込）

2 人

令和６年度松江市下水道事業会計予算明細書
収 益 的 収 入 及 び 支 出

収 入

款　　　　　　　項 目 予定額
明　　　　　　　細

一 般 汚 水 収 益

4,018,117営 業 収 益

備　　　　　考金 額節

　及び地方消費税

下 水 道 使 用 料

345,601
　及び地方消費税

3,801,606

うち消費税

下 水 道 事 業
収 益

7,857,940 345,601

3,801,606

うち消費税

退 職 給 付
引 当 金 戻 入 益

手 数 料

216,157

237,852
　及び地方消費税

7,500

国 庫 補 助 金 7,500 社会資本整備総合交付金

雨 水 処 理 負 担 金

1,560,873
汚水事業分企業債利息、減価償却
費等に対する繰入金

一 般 会 計 補 助 金

貸倒引当金戻入益

引 当 金 戻 入 益

11,399

973

20,748

長 期 前 受 金 戻 入 2,230,312

国 庫 補 助 金

うち消費税

そ の 他 雑 収 益 8,018

支 出

款　　　　　　　項 目

216,157

雨水事業分企業債利息、減価償却
費等に対する繰入金

その他の営業収益 354

他 会 計 負 担 金

予定額
明　　　　　　　細

節 金 額

354

33,120

賞与引当金戻入益

長 期 前 受 金 戻 入

営 業 外 雑 収 益 8,018

営 業 外 収 益 3,839,823

他 会 計 補 助 金 1,560,873

原子力立地給付金　等

備　　　　　考

2,230,312

手 当 等

9,578 人件費 20,708給 料

6,259 職　員

3,500法 定 福 利 費

下 水 道 事 業
費 用

7,692,202
うち消費税

238,928
　及び地方消費税

営 業 費 用 7,124,354

管 渠 費 275,259
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1 人

2 人

款　　　　　　　項 目 予定額
明　　　　　　　細

節 金 額 備　　　　　考

賃 借 料

手 数 料

77,929

動 力 費 60

材 料 費 783

9,050

19,497人件費

賞与引当金繰入額 1,270

50

9,894

通 信 運 搬 費

通 信 運 搬 費 200

59

1,371賞与引当金繰入額

172,123

146

備 消 品 費 454

厚 生 福 利 費

燃 料 費

委 託 料
管渠調査委託、管渠清掃
委託　等

2,370

257

ポ ン プ 場 費 270,810

給 料

2,947 職　員

4,699 人件費

手 当 等

賞与引当金繰入額

管渠施設修繕　等

保 険 料 70

薬 品 費

修 繕 費

法 定 福 利 費 1,600

光 熱 水 費

648

29厚 生 福 利 費

112

備 消 品 費

燃 料 費

32

966

108,467

ポンプ設備修繕　等修 繕 費 29,045

ポンプ施設管理委託　等

処 理 場 費 633,791

給 料 9,201

薬 品 費 22

3,360

手 当 等

法 定 福 利 費

5,666

厚 生 福 利 費 57

動 力 費 113,193

非常用通信装置電話料金

委 託 料

ポンプ施設電気料金

職　員

印 刷 製 本 費 50
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11 人

9 人

款　　　　　　　項 目 予定額
明　　　　　　　細

節 金 額 備　　　　　考

4,586

通 信 運 搬 費 1,322

使用料賦課徴収事務負担金

委 託 料

使用料賦課徴収包括委託負担金
負 担 金

合併処理浄化槽法定検査手数料

備 消 品 費 132

光 熱 水 費 1,260

燃 料 費 680

413,391

338

手 数 料

負 担 金

55,749

賃 借 料

修 繕 費

動 力 費

薬 品 費 4,518

処理場設備修繕
合併処理浄化槽修繕　等

132,240

流 域 下 水 道 費 1,266,509

宍道湖流域下水道維持管理負担金

21

1,266,509

人件費

流 域 下 水 道 費

66,308

業 務 費 248,737

19,198

給 料 33,503

手 当 等

175厚 生 福 利 費

4,167

燃 料 費

22

備 消 品 費 3,457

490

印 刷 製 本 費 20

通 信 運 搬 費

委 託 料 11,612 使用料賦課徴収事務委託　等

113

排除量認定メーター取替・撤去　等

手 数 料 16

修 繕 費 3,024

163,500

総 係 費

給 料 124,09333,837

22,017手 当 等

人件費

退 職 給 付 費 20,748

職   員

賞与引当金繰入額 4,556

法 定 福 利 費 11,639

報 償 費

9,440

賞与引当金繰入額

法 定 福 利 費

処理場電気料金

処理場施設管理委託、汚泥処分
委託、水質検査委託　等　　　

職　員

　

174,939
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款　　　　　　　項 目 予定額
明　　　　　　　細

節 金 額 備　　　　　考

202

31,296

広 告 費

厚 生 福 利 費

退 職 給 付
引 当 金 繰 入 額

1,533印 刷 製 本 費

備 消 品 費

被 服 費 648

3,450研 修 費

289

建 物 附 属 設 備
減 価 償 却 費

4,415

手 数 料

上下水道局共通経費負担金　等

委 託 料 3,295

76

2,112

資 産 減 耗 費 103,210

無 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

うち消費税
　及び地方消費税

固 定 資 産 除 却 費 103,210

営 業 外 費 用

うち施設撤去費

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

556,848

548,804

2,043

76

企 業 債 利 息 546,761

一 時 借 入 金 利 息

5,159

消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

7,168

自 動 車 重 量 税 47

構築物減価償却費

3,593

工具器具及び備品
減 価 償 却 費

3,313

7,168

減 価 償 却 費

修 繕 費 158

旅 費 1,226

車 両 及 び 運 搬 具
減 価 償 却 費

621

4,151,099

3,578,577

貸倒引当金繰入額 1,851

負 担 金 29,955

貸 倒 損 失 1,044

建 物 減 価 償 却 費 56,004

雑 費 150

保 険 料

250,356

機 械 及 び 装 置
減 価 償 却 費

257,813

賃 借 料 1,217
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※職員数には、再任用短時間勤務職員及び会計年度任用職員を含む。

（単位：千円、消費税及び地方消費税込）

款　　　　　　　項 目 予定額
明　　　　　　　細

節 金 額 備　　　　　考

受 益 者 負 担 金
及 び 分 担 金

641

受 益 者 負 担 金

受 益 者 分 担 金

97,635

641

生活排水処理普及促進交付金

他 会 計 補 助 金 1,616,785

一 般 会 計 補 助 金

工 事 負 担 金 97,635

工 事 負 担 金 97,635

工 事 負 担 金

企業債償還等に対する繰入金

461

1,616,785

180

受 益 者 負 担 金
及 び 分 担 金

他 会 計 補 助 金

国 県 補 助 金

下 水 道 事 業 債

管渠移設補償金

企 業 債 1,959,400

企 業 債

1,616,785

社会資本整備総合交付金、水産基盤整備
事業補助金、農村整備事業補助金　等

1,000
　及び地方消費税

目 予定額
明　　　　　　　細

447,491

国 庫 補 助 金 447,491

県 補 助 金 1,656

県 補 助 金 1,656

1,959,400

そ の 他 雑 支 出

予 備 費

国 庫 補 助 金

11,000

予 備 費 11,000

収 入

下 水 道 事 業
資 本 的 収 入

4,123,608

款　　　　　　　項

資 本 的 収 入 及 び 支 出

1,959,400

節 金 額 備　　　　　考

449,147

うち消費税

予 備 費 11,000

雑 支 出 876

876
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（単位：千円、消費税及び地方消費税込）

6 人

※職員数には、再任用短時間勤務職員及び会計年度任用職員を含む。

49,908
職　員

1,412,398改 良 費

汚水管渠、公共桝整備工事
雨水渠整備工事　等

人件費

2,097

処 理 場 改 良 費 137,725

支 出

277,655

1,100

うち消費税
　及び地方消費税

100

予 備 費 1,100

予 備 費

予 備 費 1,100

企 業 債 償 還 金 4,120,542

1,082,486

企 業 債 償 還 金 4,120,542

企 業 債 償 還 金 4,120,542

総 務 改 良 費

流域下水道改良費 439,791

老朽管渠改修工事、制御盤更新工
事　等

ポンプ場設備更新工事　等ポ ン プ 場 改 良 費

新 増 設 費

備　　　　　考

処理場設備更新工事　等

宍道湖流域下水道整備事業負担金

管 渠 改 良 費 555,130

うち消費税

処 理 場 新 増 設 費 72,525

1,009,961

221,017
　及び地方消費税

うち消費税
6,616,526

款　　　　　　　項 目

221,117
　及び地方消費税

管 渠 新 増 設 費

2,494,884建 設 改 良 費

下 水 道 事 業
資 本 的 支 出

予定額
明　　　　　　　細

節 金 額
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